
弁護士とマイナンバー
～やるべきこと、やってはいけないこと～

【事業主としてのマイナンバー】

平成２７年９月１１日

情報問題対策委員会 副委員長

弁護士 加藤 光宏

日弁連の立場

番号制度には反対（番号法成立後も変わらず）
・広汎な個人情報の名寄せによる情報漏洩の影響拡大
・なりすましなどの被害
・プライバシー権の侵害
・制度の目的、効果が不明

番号法が成立し、運用開始が目前に迫っている状況にあっては、番号法を理解し、
適正な運用が図られるよう努めることが必要
→ 勉強会を開催し、制度概要や実務上の注意点の周知を図る

一方、日本年金機構の情報漏洩問題（本年5月）も考えると、課題を抱えた番号制
度の運用開始を素直に認める訳にはいかない
→ 運用延期を求める会長声明



番号制度とは

番号法 ＝ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

届出１
氏名：難波衣蘭
番号：314159265359

届出２
氏名：難波衣
番号：314159265359

台帳
氏名：番号衣蘭
番号：314159265359

個人番号の特徴

悉皆性（全員に付番）
唯一無二性（同一の番号なし）
視認性
原則として生涯不変

 効率的な情報管理、利用、授受
 公正な給付と負担の確保

（より正確な所得把握、きめ細やかな社会保障）

 手続の簡素化

突合困難

突合容易
突合困難

行政機関Ａ 行政機関Ｂ

突合容易

2015(H27) 2016(H28) 2017(H29) 2018(H30)

スケジュール

個人番号
通知

個人番号カード交付
（希望者のみ）

10月

個人番号
付番

個人番号の利用開始

情報提供ネットワークシステム稼働
マイナポータル稼働

①預金口座への紐付け？
②医療等分野への拡張？
③地方公共団体による利用拡張？

番号法
改正審議

個人番号カード（表） （裏）



個人番号の通知

居所登録（総務省ホームページ参照）
期 限 平成２７年９月２５日まで
申請先 住民票のある住所地の市区町村
方 法 申請書等を持参又は郵送

（代理人による手続きも可能）
対象者

• 東日本大震災により被災し、住所地以外の場所へ避難
している方
• DV等被害者で、住所地以外の場所へ移動している方

• 医療機関・施設等への長期の入院・入所が見込まれ、か
つ、住所地に誰も居住していない方

• 上記以外の方で、やむを得ない理由により住所地にお
いて通知カードの送付を受けることができない方

注 意
• 成年後見人の住所・事務所等の居所登録は不可

• 被後見人の住民票のある住所地の市区町村を居所登
録しておくことにより、成年後見人が通知カードの受取可
能という話もある

10月5日以降、住民票の住所に簡易書留で郵送される（転送不可）

住民票の住所以外で受け取るには？

受け取れなかった場合
• 市区町村に返送された通知カード

を受け取りに行く

• 個人番号の記載（特別の請求が
必要）がある住民票を取得するこ
とにより確認可能

• 通知カードの再交付を申請する

内閣官房作成資料より



内閣官房作成資料より

個人番号と法人番号

個人番号 法人番号

桁数 １２ケタ １３ケタ

付番の主体 市区町村の長 国税庁長官

付番の対象 住民基本台帳に記載された個人
・外国人住民も含む
・住民票がない在外日本人は除く

法人等
• 企業年金基金など登記のない法人

（法人でない社団、財団も含む）

• 法人化していない事務所（民法上
の組合）には、法人番号は付番さ
れない

変更 例外的に変更可
漏えいして不正に用いられる
恐れがあると認められるとき

変更不可

利用 利用分野、利用事務を制限 利用分野の制限なし
（法人番号を用いたデータベース
作成なども可能）

提供 制限
（本人への提供も制限されている）

自由な提供可

公表 非公表 国税庁HP等で公表



情報の管理・受け渡し

 個人情報は各行政機関で分散管理

• 全ての個人情報を単一のデータ
ベースに格納する訳ではない
（個人情報の所在は従来通り）

• バラバラに存在する個人情報を個
人番号でつなぐシステム

 個人情報の授受は情報提供ネットワーク
システムを介して行われる
日本年金機構

Ａさんに対応する符合Ａ（個人番号とは
異なる）を用いて照会
↓

システムは、個人番号、符合Ａ（日本年
金機構向け符合）、符合Ｂ（市町村向け
符合）の対応表を用いて符合Ｂに変換
↓

日本年金機構からの照会内容を市町村
に伝達

 個人情報自体は情報提供ネットワークシ
ステムを流れない

週刊ダイヤモンド2015.7.18より引用

サーバ構成

総務省作成資料より



税務署

年金事務所

健康保険組合

個人番号の利用

個人番号利用事務
（９条１項、２項）

地方自治体

ハローワーク

各
機
関
に
お
け
る
個
別
の
事
務

機関間の
情報授受

個人番号関係事務（９条３項）

民間事業者
（個人事業者を含む）

従業者

家族

（個人番号関係事務）

弁護士

個人番号の利用 ＝ 個人番号を用いた情報処理だけでなく
申請・届出書に個人番号を記載して提出
することなどのアナログな処理も含む概念

個人番号利用事務＝個人番号を利用した個人情報の検索、管理
など（９条１項、２項の範囲に限定される）

個人番号関係事務＝個人番号利用事務を処理する者に対して
各種の届出等を行うために個人番号を利用

個人番号

個人番号

各種届出

個人番号

個人番号

個人番号

個人情報保護法との関係

個人番号を含む情報（特定個人情報） ＝ 個人情報保護法の適用＋番号法による規制

（番号法は個人情報保護法の特別法）

個人情報保護法

・利用目的を知らせて適正に情報取得
（保護法17条、18条）

・利用目的に沿った取扱(保護法16条）

・第三者提供の制限（保護法23条）
など

番号法でより厳格な規制

9条（利用範囲）
15条（提供の求めの制限）
16条（本人確認）
19条（特定個人情報の提供の制限等）
20条（収集等の制限）
29条3項（個人情報保護法の読替）

など

＜死者の取扱に注意！＞

個人番号（2条5項） ＝ 死者の個人番号も含む
個人情報（個人情報保護法等） ＝ 生存する個人に関する情報のみ
↓

特定個人情報（2条8項） ＝ 個人番号等をその内容に含む個人情報 （死者は含まず）



個人番号の取得

 利用目的を明示（保護法18条1項）
「源泉徴収票作成事務」
「健康保険・厚生年金保険届出事務」など
（まとめて示しても良い）

一旦取得した番号は、雇用契約が同一で
ある限り、翌年以降も利用可能

個人情報保護法個人情報保護法 番 号 法番 号 法

 利用範囲は制限されている（9条）
利用分野＝税、社会保障、災害対策
利用事務＝9条、条例に規定した事務

 個人番号の提供を求めることができる場
合は次の２パターン（同15条）
1) 同一世帯に属する者の間
2) 19条各号に該当する場合

・個人番号利用事務等の実施者に提供
する場合（同条2号） など

↓
次のような要求は禁止

・事業者が従業員の管理等に使いたい（社員
番号代わりにしたい）
・本人確認のために個人番号を見せて欲しい
・内定者、人材派遣会社への登録者は？

 本人確認が必要（同16条）

対応する規定なし

内閣官房作成資料より



本人確認の方法（具体例１）

国税庁告示資料より

本人確認の方法（具体例２）

国税庁告示資料より



本人確認の方法（具体例３）

国税庁告示資料より

内閣官房作成資料より



個人番号の目的外利用

 一定範囲であれば本人への通知により
利用目的を変更することは可能（保護
法15条2項、18条3項）
「源泉徴収票作成事務」
↓（雇用契約が同一）

「健康保険・厚生年金保険届出事務」

 本人の同意があれば目的外利用が可
能（保護法16条1項）

 事業承継に伴って取得した個人情報も
本人の同意があれば目的外利用が可
能（保護法16条2項）

個人情報保護法個人情報保護法 番 号 法番 号 法

いずれの場合も、本人の同意を得ても
目的外利用禁止（29条3項）

例外的に目的外利用が認められる場合
 激甚災害のとき（29条3項の読み替えによ

る保護法16条3項1号）

 人の生命、身体、財産の保護のために必
要がある場合であって、本人の同意があ
るか又は本人の同意を得ることが困難で
あるとき（29条3項の読み替えによる保護
法16条3項2号）

個人番号の提供

 本人の同意があれば個人データの第三者提供可能（保護法23条1項）
 オプトアウト方式を許容（同2項）
 個人データの共同利用を許容（同4項3号） など

個人情報保護法個人情報保護法

番 号 法番 号 法
 個人情報保護法23条を適用除外（29条3項）
 19条で改めて特定個人情報（個人番号を含む情報）の提供を規制

（主なものは下表の通り）

個人番号利用事務実施者からの提供
（１号）

市町村長が住民税を聴取するために事業者に対して、従業
員の個人番号とともに税額を通知するとき など

個人番号関係事務実施者からの提供
（２号）

事業者が源泉徴収票（個人番号記載）を作成し、税務署への
提出、本人への交付をするとき など

本人または代理人から個人番号利用事務
実施者、個人番号関係事務実施者への提
供（3号）

従業員が事業者に対して、自己および扶養親族の個人番号
を提出するとき など

委託、合併による提供（5号） 甲社が乙社を合併するに当たり、乙社が、従業員の個人番
号を含む給与情報などを甲社に提供するとき など

訴訟手続その他の裁判所における手続、裁
判の執行、刑事事件の捜査等（12号）

（注意） 解釈に不明確な部分あり

〇 同一法人内で異なる部署（社内の配属替えなど）への特定個人情報の移動は提供に当たらない
× 系列会社への出向に伴う会社間での特定個人情報の移動は禁止（19条の「提供」に当たる）
× 系列会社間で、個人番号を含む情報のデータベースを共有することは不可（アクセス制限があれば可）



個人番号の収集・保管

 個人情報の収集・保管行為自体には規制なし個人情報保護法個人情報保護法

番 号 法番 号 法

 他人の個人番号を含む特定個人情報の収集・保管を規制(20条)
（収集・保管できるのは、19条各号に該当する場合のみ（提供規制と同じ））

廃棄

収集・保管
〇 源泉徴収票作成のために従業員等から個人番号の提供を受け、当該事務を終

了した後も、保管する
〇 休職している従業員の特定個人情報を従前通り保管する（雇用関係は継続）
× 個人番号関係事務以外の目的で他人の個人番号をノートにメモする
× 本人確認として、他人の個人番号をメモしたり、個人番号カードをコピー等する
× 誤って個人番号が記載された住民票を受け取った場合に、そのまま保持する

〇 扶養控除等申告書の提出は終了したが、税法上の保存期間（７年）を経過して
いないので、そのまま保管する

× 扶養控除等申告書を保存期間を経過しても保管する
〇 扶養控除等申告書を保存期間を経過したが、個人番号の部分だけ、マスキング

または削除した状態で保管する

 特定個人情報の保管は規制されている(20条)
→ 同規制により保管が認められなくなったら特定個人情報は

廃棄しなくてはならない

個人番号の管理

事業者は、個人番号の漏えい等の防止のための安全管理措置を講じなくてはならない（12条）
（死者の個人番号も含む）

個人番号を取り扱う事務の
範囲の明確化

特定個人情報等の範囲の明確化
（個人番号と関連付けて管理される

個人情報には何があるか？）

事務取扱担当者の明確化

基本方針、取扱規程等の策定

Ａ 組織的安全管理措置
• 組織体制の整備（責任者の設置、責任の明確化）
• 取扱規程等に基づく運用（ログ、利用実績の記録）
• 取扱状況を確認する手段の整備
• 情報漏えい等に対応する体制の整備
• 取扱状況の把握および安全管理措置の見直し

Ｂ 人的安全管理措置
• 事務取扱担当者の監督
• 事務取扱担当者の教育

Ｃ 物理的安全管理措置
• 特定個人情報等を取り扱う区域の管理
• 機器及び電子媒体等の盗難等の防止
• 電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止
• 個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄

Ｄ 技術的安全管理措置
• アクセス制御（アクセスできる情報の範囲の制御など）
• アクセス者の識別と認証（ユーザＩＤ、パスワード等）
• 外部からの不正アクセス等の防止（ファイアウォール等）
• 情報漏えい等の防止（データの暗号化、パスワード）



業者への委託

個人番号利用事務等を業者等に委託することは禁止されていない（10条、11条）
ただし、業者任せで良いという訳ではない

ＮＥＣウェブページhttp://jpn.nec.com/mynumber/solution/bpo.htmlより

 委託者は、「必要かつ適切な監督」
責任を負う（11条）

＜ 必要かつ適切な監督とは？ ＞
① 委託先の適切な選択

委託先が番号法上の安全管理措置を
講じているかの確認 など

② 委託契約の締結
番号法に沿った取扱規程を盛り込む

③ 委託先における特定個人情報の取扱
状況の把握

実地の調査を行うことができる規程を
盛り込むなど

 再委託には委託元の許諾が必要
(10条)
事務を委託した業者が、勝手に第三者
に再委託することはできない

マイナンバーへの対応

個人番号を
収集・保管するか？

従業員数が少なければ、都度、
個人番号を取得する選択もあり

必要になった時点で
個人番号を取得

（本人確認がその都度必要）
委託するか？

 安全管理措置を構築

 本人確認の上、個人番
号を収集・保管

業者選定

NO YES

NO YES
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特定個人情報保護委員会ホームページより
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